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Protection Nets have been clarified as one of the countermeasures to protect 

facilities of Nuclear Power Plants against Tornado Missile.The capturing 

performance of the Net Protection System with Ring Nets has been clarified by 

free-fall test.This research proved, that analytical evaluation is thought to be 

efficient for the net system by multiple case of reproducing simulation of the free-

fall test using a general purpose structural analysis program/LS-DYNA, and 

comparing the dynamic response about the impacting force and deformation of 

components with the test results. 
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1．はじめに 

  

 平成 25 年 7 月に施行された原子力規制委員会の新規

制基準では，竜巻により原子炉施設の安全性が損なわれ

ないことを評価するための指標として「原子力発電所の

竜巻影響評価ガイド」1)（以下，ガイドという）が制定さ

れている．原子力発電所では竜巻による飛来物に対して

設備を防護するために種々の対策が実施されており，そ

れらの中で有効な対策の一つとして防護ネットが採用さ

れている．防護ネットはこれまで落石防護工としての性

能試験が行われてきた．落石防護工としての防護ネット

は比較的大きな運動エネルギーが大きな面積に低速で作

用する衝突現象が対象であるが，竜巻飛来物は落石と比

較して小さな運動エネルギーが小さな面積に高速で作用

するため，特に局所貫通の観点からの改良が求められる． 

これまで複数の種類のネットについて竜巻飛来物捕捉

性能を確認するための試験や解析的な検討が行われてい

る 2～5)．これらで対象とする防護ネットは編み込みの向

きによって荷重伝達に異方性のあるひし形金網を複数枚

組合せて構成されている 4, 5)．  

 一方，梅沢らはひし形金網とは異なり荷重伝達に異方

性がなく，かつ高いエネルギー吸収能力を有するリング

ネットに着目し，ブレーキリング等の緩衝装置を組合せ

た防護ネットシステムを提案し，その性能を実証試験お

よび再現解析によって検証している 6) ． 

しかしながら，この解析はガイド条件の運動エネルギ

ーに満たない飛来物をネット中央部に一度だけ衝突させ

た条件下で検証されたものであり，ガイドに準拠したよ

り大きな運動エネルギーやネット端部に飛来物が落下す

る場合についての妥当性は十分に検証がなされていない． 

 このような背景のもと，本論文では，リングネットを

用いた防護ネットシステムの解析的評価の適用性を確認

するために，既往の研究 7)より入力エネルギーが大きく，

かつガイドに基づき設定した飛来物をネット中央部およ

び端部に衝突させた自由落下試験を対象に，その再現解

析を実施し，得られた解析結果を試験結果と比較するこ
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とにより解析手法の検証を行った．なお，解析には構造

用汎用プログラムであるLS-DYNA7)を用いた．  

 

2. 防護ネットシステムの部材構成 

 

 本解析の対象であるリングネットを用いた防護ネット

システムは，飛来物が衝突してリングネットが大きく変

形することでその運動エネルギーを吸収し，飛来物を捕

捉するものである．リングネットはフレームドロープを

介して固定用ロープにより架構に接続される． 

図－1 に防護ネットシステムの基本構造図を示す．ま

た，本システムの主要部材の詳細について以下に示す． 

 

2.1 リングネット 

 図－2 にリングネットの形状寸法図を示す．リングネ

ットは，素線径 3 mmの硬鋼線（引張強さ 1770 N/mm2）

をφ300 mm に巻き束ねたリングをネット状に編んだ構

造で，本防護ネットシステムにおいては素線を 19回巻き

束ねたリングを用いている．また，ネット周辺部は端部

補強のために 19回巻きリングを二重にしている． 

 

2.2 ワイヤロープ 

(1) フレームドロープ 

 フレームドロープは，ネットの周辺部にシャックルを

介して設置するワイヤロープ部材で 1辺に 2本用いてお

り，飛来物捕捉時においてネット材に作用した力を固定

用ロープに伝達させる働きを持つ．なお，フレームドロ

ープ 1本に 1つのブレーキリングが装着されている．こ

のフレームドロープは，φ20 mmのワイヤロープを使用

しており，破断荷重は 252 kNである． 

(2) 固定用ロープ 

 固定用ロープは，フレームドロープ端部を固定するワ

イヤロープ部材で，フレームドロープから伝わる力を架

構へ伝達させる．この固定用ロープは，φ22 mmのワイ

ヤロープを使用しており，破断荷重は 400 kNである． 

 

2.3 ブレーキリング（エネルギー吸収装置） 

 図－3 にエネルギー吸収前後のブレーキリングの状態

を示す．ブレーキリングは鋼管をリング状にした構造で，

φ464 mm の鋼管内をワイヤロープが挿通しており，ロ

ープに張力が作用すると絞られるように変形してエネル

ギーを吸収する機構を有するものである．なお，ブレー

キリングの限界作動量は 1000 mmである． 

 

3. 自由落下試験の概要および結果 

 

 ここでは，解析的評価の妥当性を検証するために前述

した防護ネットシステムを対象に実施した竜巻飛来物の

自由落下試験について，その概要および結果を述べる． 

 

 

図－1 竜巻防護ネットシステム基本構造図 

 

 

図－2 リングネット形状寸法 

 

 

(a) エネルギー吸収前 

 

(b) エネルギー吸収後 

 

図－3 エネルギー吸収前後のブレーキリング 

（イメージ図） 

 

フレームドロープ

ブレーキリング

固定用ロープ

エネルギー吸収装置

端
部
補
強
リ
ン
グ
範
囲

1.
0m
程
度

※二重リング構造

端部補強リング(緑リング部)　　

リングネット

端部補強リング範囲

1.0m程度

φ464mm 

300mm 

-1062-



 

 

表－1 想定飛来物および模擬飛来物諸元 

※ E = 0.5×m×v2 
 

表－2 各試験ケースと模擬飛来物の諸元 

※実測値 

 

3.1 飛来物 

 ガイドに記載の飛来物のうち，本試験では質量 135 kg

の鋼製材を想定飛来物として自由落下試験を実施した．

想定飛来物の速度はガイドを参考に，設計上の余裕を含

めて設定した．ただし，試験実施上，落下高さに制約が

あり飛来物速度が 31.3m/s 以下に制限されるため，想定

飛来物（235kJ）と運動エネルギーが等価以上となるよう

に質量を増した模擬飛来物により試験を実施した．表－

1に想定飛来物および模擬飛来物の諸元を，図－4に両飛

来物の形状寸法を示す．なお，模擬飛来物の先端形状は，

想定飛来物と同形状としている． 

 

3.2 試験概要 

 図－1 に示した竜巻防護ネットシステムの試験体を 2

つ用意し（第一，第二試験体），第一試験体ではネット端

部に，第二試験体ではネット中央部に模擬飛来物を自由

落下により衝突させる試験を実施した．  

 

(1)試験体および模擬飛来物の諸元 

 ネット寸法 4 m×4 mのリングネットを内法寸法 4.2 m

×4.2 m，高さ 4.9 mの試験架構（H-400×400）にフレー

ムドロープを介して固定した．なお，第二試験体では，

ネットの変形量が大きくなることを想定し，試験架構の

柱下部に 1.5 m×1.5 m×1.5 m の嵩上げ用コンクリート

ブロックを設置した．表－2 に各試験ケースと試験で使

用した模擬飛来物の諸元を示す． 

(2)模擬飛来物の衝突位置 

 図－5 に模擬飛来物の目標衝突位置を示す．模擬飛来

物の衝突位置は，ネット中央部位置およびネット最端部

より 0.5m×0.5m内側の位置とした． 

 

図－4 想定飛来物および模擬飛来物の形状寸法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 計測箇所位置図 

 

(3)計測 

 実証試験における計測項目としては，模擬飛来物の速

度，ネット変形量，フレームドロープ張力，ブレーキリ

ング作動量とした．図－6にフレームドロープ張力・ブ

レーキリング作動量の計測位置を，図－7にネット変形

量の計測位置を示す． 

 

3.3 試験結果 

 各試験ケースの運動エネルギーは，表－1 に示す想定

飛来物の運動エネルギー235 kJ を満足する結果となった．

全ての試験ケースにおいてネットの破断およびすり抜け

は生じずに模擬飛来物を捕捉した．  

 表－3に各試験ケースのネット変形量，最大フレーム

ドロープ張力および最大ブレーキリング作動量を示す． 

0.3m

0.
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0.
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4.
2m

4.
2m

(a)想定飛来物 (b)模擬飛来物

質量調整用プレート

板厚t=4.2mm 板厚t=4.5mm

0.3m

飛来物種別 
想定飛来物 模擬飛来物 

鋼製材 

飛来物質量 m  (kg) 135 550～600程度 

飛来物速度 v  (m/s) 59 30程度 

運動エネルギー E※ (kJ) 235 235以上 

試験ケース 第一試験体 第二試験体 

試験No. 1-1E 2-1C 

衝突位置 端部 中央部 

飛来物種別 鋼製材 

飛来物質量※ m (kg)  608.0 557.0 

落下高さ※ H (m) 42.0 47.0 

飛来物速度※ v (m/s) 28.4 30.1 

運動エネルギー E (kJ) 245.2 252.3 
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 1～8：フレームドロープ張力計測位置

 A～H：ブレーキリング作動量計測位置
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 1～8：フレームドロープ張力計測位置

 A～H：ブレーキリング作動量計測位置

図－5 模擬飛来物の目標衝突位置 
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表－3 試験結果一覧 

試験体 第一試験体 第二試験体 

試験No. 1-1E 2-1C 

衝突位置 端部 中央部 

衝突部の初期たわみ量 (m)  0.93 1.07 

ネット変形量 (m)  1.22 2.45 

最大たわみ量 (m)  2.15 3.52 

最大フレームドロープ張力 

(kN) 
欠測 

148.0 

(5)※ 

最大ブレーキリング作動量
(mm) 

660 

(C) ※ 

390 

(A,E) ※ 

※ カッコ内は計測位置を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 中央部衝突 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 端部衝突 

 

 

4. 解析条件 

 

4.1 解析モデル 

 表－4 に飛来物モデルの諸元および使用した要素タイ

プを示す．また，表－5 に防護ネットシステムの各部材

の寸法と要素タイプについて示す． 

リングネットや各種ロープ，シャックル等，ネットシ

ステムを構成する主要な部材については，各部材の曲げ

変形の精度が高く，また安定した計算を行うことが可能

なビーム要素でモデル化している．リングネットは前述

のとおり 1 リングあたり素線を 19 回巻き束ねたもので

あるが，解析上ではリングネット引張試験の再現解析を

行った上で，剛性と強度が等価となる 1本のビーム要素

に置き換えている．このビーム要素はφ300mmの円周を

72分割している．互いに隣接するリングネット間には摩

擦を考慮した接触条件を定義しており，リング同士が接

触・変形することにより張力が発生し力が伝達する．な

お，リングネットモデルの破断ひずみは引張試験に合致

するよう 4.65%としている．  

表－4 飛来物解析諸元 

解析ケースNo. A-1E B-1C 

対応する 

試験ケースNo. 
1-1E 2-1C 

衝突位置 端部 中央部 

外形 

 

 

断面 

  

質量 608.0kg 557.0kg 

衝突速度 28.4m/s 30.1m/s 

エネルギー 245.2kJ 252.3kJ 

解析条件 

（要素タイプ） 

飛来物本体：シェル要素 

質量調整用プレート：ソリッド要素 

ガイドロープ：ビーム要素 

 

表－5 ネットシステム各部材の寸法と要素タイプ 

符 

号 
部材 

寸法 解析条件 

断面寸法 板厚/外径 外形寸法 要素タイプ 

A 架構柱 
H形鋼 

H400×400 

t1=13mm 

t2=21mm 
H=3699mm シェル要素 

B 架構梁 
H形鋼 

H400×400 

t1=13mm 

t2=21mm 
L=4200mm シェル要素 

C 架構ブレース 
溝形鋼 

[200×90 

t1=8mm 

t2=13.5mm 
L=3410mm シェル要素 

D 
架構平面 

ブレース 

溝形鋼 

[200×90 

t1=8mm 

t2=13.5mm 
L=2430mm シェル要素 

E 
架構リブ 

プレート 
－ 

t=13mm 

／t=9mm 
－ シェル要素 

F 固定用ロープ － φ22mm － ビーム要素 

G 
フレームド 

ロープ 
－ φ20mm L=4200mm ビーム要素 

H 
ブレーキ 

リング 
－ － 

全体径 

φ466mm 

締結部幅

50mm 

シェル要素 

ソリッド要

素 

I 

シャックル 

（リングネッ

ト取付用） 

－ φ22mm 
内径

76.4mm 
ビーム要素 

J リングネット 

素線径3mm 

巻き数19巻 

リング径D300mm 

リング数

11個×12個 
ビーム要素 

K ガイドロープ － φ20mm － ビーム要素 

L 
ターン 

バックル 
－ φ32mm L=932mm ビーム要素 

M 
端部 

シャックル大 
－ φ32mm － ビーム要素 

N 
端部 

シャックル小 
－ φ22mm － ビーム要素 

O 
コンクリート

ブロック 
－ － 

1.5×1.5×1.5

(m) 

ソリッド要

素 

初期たわみ量

変形量
最大変形量

初期たわみ量

変形量
最大変形量

初期たわみ量

変形量
最大たわみ量

中央衝突時

初期たわみ量

変形量
最大たわみ量

端部衝突時

図－7 ネット変形量の計測位置図 
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図－8 解析モデル全体詳細図 

（※上図は解析No.B-1Cのものを示す．） 

 

 

 

 

(a) 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

表－6 各材料に使用した力学特性値 

材料 
質量密度 

(kg/m3) 

ヤング率 

(MPa) 

ポアソン
比 

降伏点 

(MPa) 

飛来物 

7850 

205000 

0.30 

400 

架構 320 

リング 

ネット 
190000 732 

フレーム
ドロープ 

59000 500 

ブレーキ
リング 

205000 0.28 252 

 

 

 

 
 
  

図－10 解析メッシュ図 

 

固定用ロープのビーム要素は架構に剛体結合し，梁に

直接荷重を伝える状態としてモデル化している．また，

模擬飛来物の衝突位置およびネット接触断面は，自由落

下試験結果と同条件とした． 

 図－8に解析モデル全体の詳細図を，図－9にリングネ

ットのモデル図を，図－10に解析メッシュ図を示す． 

 

4.2 材料構成則 

 表－6に模擬飛来物，架構，リングネット，フレームド

ロープ，ブレーキリングモデルについて，解析に使用し

た力学特性値を示す．飛来物および架構は，塑性域の降

伏応力がバイリニア型の弾塑性体構成則を用いてモデル

化した．また，リングネット，フレームドロープ，ブレ

ーキリングについては，塑性域の降伏応力がマルチリニ

ア型の弾塑性体構成則を用いると共に，各部材の強度試

験結果をトレース出来るよう設定した．図－11にリング

ネット，フレームドロープ，ブレーキリングの引張強度

試験結果と強度試験トレース結果の比較を示す．また，

図－12 にブレーキリングの吸収エネルギー－変位関係

を示す． 

 

4.3 境界条件 

 解析モデルにおける架構の柱脚基部は，実際の試験状

況を考慮し完全拘束条件とした．また，本解析は飛来物

やネットなど，多数の部材が複雑に接触し力を伝達する

構造であることより，該当する部材間にはすべて接触条

件を設定している．なお，各部材間の摩擦係数は文献 8)

を参考にして 0.2とした． 
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図－9 リングネットモデル図 

(b) 飛来物 
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図－11 単軸引張強度試験トレース結果 

 

 

図－12 ブレーキリングの吸収エネルギー－変位関係 

 

5. 実証試験とシミュレーション解析の比較検証 

 

 ここでは，ネット変形量，フレームドロープ張力，ブ

レーキリング作動量および飛来物の運動履歴から求めた

衝撃力について，解析結果と試験結果を比較検証した．

なお，フレームドロープ張力については，試験時の欠測

が少ない第二試験体で検証を行った．また，解析結果に

より飛来物衝突位置周辺のリングのひずみ量を確認し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7 ネット最大変形量の比較 

衝突位置 
試験値(A) 

(m) 

解析値(B) 

(m) 

比率B/A×100 

(％) 

中央 2.45 2.71 110.6 

端部 1.22 1.92 157.4 

 

5.1 ネット変形量 

 表－7および図－13に中央部衝突および端部衝突にお

ける模擬飛来物衝突時のネット変形量について，解析結

果と試験結果を比較して示す．また，図－14にネット中

央および端部への模擬飛来物衝突時の解析結果と試験結

果の変形状態を対比した結果を示す．ここでは，模擬飛

来物がネットに衝突した時刻を 0 sとしている． 

 試験結果のネット最大変形量に対する解析結果の比率

は，中央衝突時で 110.6 ％，端部衝突時で 157.4 ％とな

った．図－13より，飛来物衝突後のネット変形量の経時

変化は解析結果と試験結果でよく一致しているものの，

最大変形量に到達するまでの時間は解析結果の方が長く，

この両者の差が最大変形量に反映したものと考えられる．

なお，ネット最大変形量について，試験結果と比較して

解析結果が大きい理由としては，後述のブレーキリング

作動量において，解析結果が試験結果よりも大きい値を

示していることから，ロープ全長が長くなり，結果とし

てネットの変形量が大きくなったことが１つの要因と考

えられる．また，解析結果と試験結果を比較してブレー

キリング作動量の差が大きい端部衝突ケースの方が，中

央衝突ケースよりネット最大変形量の差が大きい． 

 ネットの変形状態については，図－14に示すように解

析結果は実証試験時のネット変形を概ね再現している． 
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図－13 ネット変形量時刻歴比較図 
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(a) 中央部衝突（左：解析，右：試験） 
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(b) 端部衝突（左：解析，右：試験） 

 

  図－14 飛来物衝突状況の比較 
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5.2 フレームドロープ張力・ブレーキリング作動量 

 ネット中央部衝突時におけるフレームドロープ張力お

よびブレーキリング作動量について，実証試験とシミュ

レーション解析の比較を行った．図－15に中央部衝突時

の解析におけるフレームドロープ張力およびブレーキリ

ング作動量の出力位置図を，表－8 に解析により得られ

たフレームドロープ張力と試験結果との比較を，また図

－16 にフレームドロープ作用張力の時刻歴応答の比較

を示す．なお，フレームドロープ最大張力の 1辺あたり

の荷重については，1 辺に 2 本用いられているフレーム

ドロープの張力を合計して記載している． 

表－9，10 に中央部および端部衝突時において解析に

より得られたブレーキリング作動量と試験結果の比較を

示す．また，表－11，12にブレーキリングの吸収エネル

ギー量における比較を示す． 

 表－8 より，中央衝突時のフレームドロープ最大張力

に着目すると，解析結果は試験結果を全体的にやや下回

っており，平均値では 23 kN程度の差が生じている．ま

た，図－16に示すフレームドロープ張力の時刻歴応答を

見ると，解析結果と試験結果における張力の発生時刻に

一定のずれが見られるものの，張力の増加傾向や継続時

間，波形の全体的な形状は概ね一致していることが分か

る．なお，張力が発生する時刻のずれは，(1)実現象では

リングネット間の緩みやフレームドロープのたるみ等が

存在するものの，数値解析ではこれらの初期不整を考慮

せず理想的な条件下で解析モデルを構築していること，

(2)リングネットやブレーキリング等を単純化してモデ

ル化したことによるものと推察される．例えば，リング

ネットはφ3 mmの素線を 19回巻き束ねたものであるが，

このモデルでは 1本の線要素に置き換えており，実現象

ではリングの素線が動くことでリングネットからフレー

ムドロープへの荷重伝達は解析より時間を要する可能性

がある． 

 フレームドロープ張力の時刻歴波形は，解析結果およ

び試験結果のいずれにおいても，一定の張力でフラット

になり，頭打ちの傾向を示す結果が多く見られる．これ

はブレーキリングが作動したことによる影響と考えられ

る．表－9 に示すブレーキリング作動量から，図－11(c)

に示すブレーキリングの荷重－変位関係を用いて算出さ

れる荷重と，対応するフレームドロープ張力の頭打ちし

ている荷重が概ね一致していることが確認できる．例え

ば，箇所A1のフレームドロープ張力は 80～100 kN程度

で頭打ちしているが，この 1辺のフレームドロープ 2本

に設置されたブレーキリング a, bはいずれも 350 mm程

度作動している．図－11(c)のブレーキリングの荷重－変

位関係を見ると，ブレーキリング 1個につき 40 kN程度

の荷重が発生しており，この 1 辺のフレームドロープ 2

本を合計して 80 kN程度の張力が発生していると考えら

れることから，フレームドロープ張力の頭打ち現象はブ

レーキリングの効果が発揮されたものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 出力位置図 

 

表－8 中央衝突時 フレームドロープ最大張力の比較 

試験No.2-1C 解析No.B-1C 
比率 

B/A×100 

(％) 
計測点 

1辺あたり 

荷重 (A) 

(kN) 

出力点 

1辺あたり 

荷重 (B) 

(kN) 

T1 97.0 A1 107.0 110.3 

T2 － A2 103.8 － 

T3 － A3 91.5 － 

T4 144.0 A4 88.0 61.1 

T5 148.0 A5 98.4 66.5 

T6 123.3 A6 97.2 78.8 

T7 86.8 A7 69.5 80.1 

T8 82.5 A8 71.0 86.1 

平均 113.6 平均 90.8 79.9 

 

 表－9，10 を見ると，飛来物衝突位置のずれによるブ

レーキリングの作動量の傾向が解析結果と試験結果で概

ね一致していることが分かる．また，解析結果は試験結

果と比較してブレーキリングが作動し易い傾向が見られ

る．例えば，表-9における計測点Dと dはブレーキリン

グ作動量が同程度であるが，表-8において対応するフレ

ームドロープ張力を比較すると，解析結果である出力点

A4 の張力は試験結果である計測点 A4 の 60％程度とな

っている．さらに，表－10において飛来物衝突位置から

遠い箇所のブレーキリング（出力点 e,f,g,h）については，

試験時に作動していない箇所でも解析結果では作動して

いる．このブレーキリングの作動し易さの差が，前述の

ように試験と解析のネット変形量の差の要因になってい

ると考えられる． 

表－11，12に示すブレーキリングの吸収エネルギー合

計値は，中央衝突の場合，解析結果が試験結果よりも約

4%大きく，端部衝突の場合，解析結果が試験結果よりも

約 11%大きい結果となっている．今後設計を行う場合に

は，解析結果では実際よりもブレーキリングの吸収エネ

ルギー量が大きくなる傾向があることを踏まえた設計を

行う必要がある． 
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表－9 ブレーキリング作動量の比較（中央部衝突） 

試験No.2-1C 解析No.B-1C 試験値に対

する解析値

の比率

B/A×100 

(％) 

計測点 

ブレーキリン

グ作動量(A) 

(mm) 

出力点 

ブレーキリン

グ作動量(B) 

(mm) 

A 390 a 352 90.3 

B 330 b 333 100.9 

C 260 c 239 91.9 

D 280 d 289 103.2 

E 390 e 333 85.4 

F 330 f 427 129.4 

G 120 g 233 194.2 

H 100 h 277 277.0 

平均 275.0 平均 310.4 112.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－10 ブレーキリング作動量の比較（端部衝突） 

試験No.1-1E 解析No.A-1E 試験値に対

する解析値

の比率

B/A×100 

(％) 

計測点 

ブレーキリン

グ作動量(A) 

(mm) 

出力点 

ブレーキリン

グ作動量(B) 

(mm) 

A 325 a 421 129.5 

B 315 b 415 131.7 

C 660 c 566 85.8 

D 605 d 578 95.5 

E 0 e 157 － 

F 0 f 157 － 

G 0 g 157 － 

H 0 h 151 － 

平均 238.1 平均 325.3 136.6 

(a) 計測点(T1)と出力点(A1)の比較 (b) 計測点(T4)と出力点(A4)の比較 

(c) 計測点(T5)と出力点(A5)の比較 (d) 計測点(T6)と出力点(A6)の比較 

(f) 計測点(T8)と出力点(A8)の比較 

 

(e) 計測点(T7)と出力点(A7)の比較 

図－16 フレームドロープ張力の時刻歴波形の比較 
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表－11 ブレーキリングの吸収エネルギー量の比較 

（中央部衝突） 

試験No.2-1C 解析No.B-1C 試験値に対する

解析値の比率

B/A×100 

(％) 

計測点 

吸収エネル

ギー量(A) 

(kJ) 

出力点 

吸収エネル

ギー量(B) 

(kJ) 

A 11.4 a 9.0 78.9 

B 8.8 b 8.2 93.2 

C 6.1 c 4.8 78.7 

D 6.8 d 6.5 95.6 

E 11.4 e 8.2 71.9 

F 8.8 f 12.5 142.0 

G 2.3 g 4.6 200.0 

H 1.8 h 6.1 338.9 

合計 57.4 合計 59.9 104.4 

 

5.3 防護ネットシステムに作用した衝撃力 

 図－17 に中央部衝突ケースにおける解析結果と試験

結果の衝撃力の時刻歴応答波形を示す．なお，解析結果

における衝撃力は飛来物の加速度-時間関係に基づき，試

験結果における衝撃力は飛来物の加速度-時間関係に基

づき算出したものである．解析結果は 3×10-7秒刻みで計

算し，2×10-5秒刻みで出力したデータにローパスフィル

ターを適用して処理をした．試験結果は，0.001秒刻みの

変位計測結果から求めた加速度波形にノイズ処理のため

のフィルターをかけたものである．  

 図－17 を見ると解析結果と試験結果は概ね一致して

おり，共に飛来物の衝突後 0.05秒に至るまでに一度増大

し，最大変形時付近で衝撃力がピークに達している．衝

撃力の最大値は解析値が241kN，試験値が265kNである．  

解析値と試験値の 0.1 秒付近の衝撃力の違いは，ブレ

ーキリングの作動時刻および作動し易さの違いに起因す

ると考えられる．図－16を見ると，解析結果ではフレー

ムドロープ張力が 0.05秒から発生し 0.1秒には頭打ちし

ていることから 0.05 秒～0.1 秒の間にブレーキリングが

作動し，衝撃力が低下したことが推察される．一方，試

験結果ではその間に張力はほとんど発生していないこと

からブレーキリングは作動しておらず，衝撃力の低下が

見られない結果になったと考えられる． 

 

5.4 リングネットひずみ 

 リングネットのひずみについては，実証試験で計測す

ることは困難であるため，図－18に示す飛来物衝突位置

周辺の代表的な出力点のひずみ量を算出した． 

 解析結果により算出されたリングネットの最大ひずみ

は，中央部衝突ケースでは 1.0 %，端部衝突ケースでは

3.1 %となり，リングネットの破断ひずみ 4.65 %を下回っ

ている．この解析結果は，実証試験においてリングネッ

トの破断が生じていないことと整合している． 

表－12 ブレーキリングの吸収エネルギー量の比較 

（端部衝突） 

試験No.1-1E 解析No.A-1E 試験値に対する

解析値の比率

B/A×100 

(％) 

計測点 

吸収エネル

ギー量(A) 

(kJ) 

出力点 

吸収エネル

ギー量(B) 

(kJ) 

A 8.6 a 12.2 141.9 

B 8.2 b 11.9 145.1 

C 25.4 c 19.6 77.2 

D 22.3 d 20.3 91.0 

E 0 e 2.0 － 

F 0 f 2.0 － 

G 0 g 2.0 － 

H 0 h 1.8 － 

合計 64.5 合計 71.8 111.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－17 衝撃力の時刻歴応答波形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 中央部衝突 

(b) 端部衝突 

図－18 ひずみ出力点位置図 
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6. まとめ 

 

 リングネットを用いた防護ネットシステムについて，

LS-DYNA による衝突解析の妥当性を検証するため，模

擬飛来物の自由落下試験の再現解析を行った．本研究で

得られた結果をまとめると以下のようである． 

 

1) 衝突時のネットの変形状態については，ネット中央

部衝突だけでなく端部衝突の場合でもその挙動を

再現できることを確認した． 

2) 一方，解析結果の最大変形量は試験結果と比較して

中央部衝突で約 1割程度過大に評価された．この要

因は，解析結果では実証試験よりも少ない荷重でブ

レーキリングが作動するためと考えられる． 

3) フレームドロープ張力については，張力の発生時刻

に一定のずれが見られるものの，張力の増加傾向や

継続時間，波形の全体的な形状は概ね一致する． 

4) 飛来物の運動履歴から算出した衝撃力については，

解析結果は試験結果と概ね整合し，その最大値は

241kNとなった． 

5) 解析結果よりリングネットに生じる最大ひずみは，

リングネットの破断ひずみ以下であり，試験結果と

整合していることが確認された． 

6) 以上の結果より，本研究の解析手法ではブレーキリ

ング作動量を大きく算出する傾向にあることに留

意する必要があるものの，本防護ネットシステムの

解析的な評価が可能であることが明らかになった． 
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